
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼を申しあげます。
はじめに、阪急・阪神百貨店両本店における新型コロナウイルス感染症のクラスター
発生により、皆様に多大なご迷惑とご不便をおかけいたしましたこと、あらためて
お詫び申しあげます。引き続き、行政の指導も踏まえた、感染防止対策の強化を
徹底してまいります。
２０２２年３月期第２四半期の連結業績は、総額売上高が前年を若干上回ったもの
の引き続き厳しい状況にあります。足もとは、緊急事態宣言が解除され、少しずつ
正常を取り戻しつつありますが、現時点では、通期の業績予想を据え置き、中間
配当につきましても昨年同様１株当たり１２円５０銭とさせていただきました。
　このような状況の中、当社は７月に「長期事業構想２０３０」及び中期経営計画
（2021-2023年度）を発表しました。これらの計画を着実に実行し、早期の業績
の回復と今後の発展を目指してまいる所存でございます。
株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援を賜りますよう、よろしくお願い

申しあげます。

トップメッセージ

■株主メモ

ご注意
（1）株主様の住所変更、買取・買増請求その他各種お手続きにつきましては、原

則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなって
おります。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。
株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意
ください。

（2）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ
信託銀行（旧イズミヤ株式につきましては、三井住友信託銀行）が口座管理機
関となっておりますので、左記特別口座の口座管理機関にお問い合わせくだ
さい。
なお、三菱UFJ信託銀行（旧イズミヤ株式につきましては三井住友信託銀行）
の本支店でもお取次ぎいたします。

（3）配当金の口座振込のご指定につきましても、お手続きは、各口座管理機関を
経由してお届けください。詳しくは各口座管理機関にお問い合わせください。

（4）未受領の配当金（旧イズミヤの株式に関する配当金を含む）につきましては、三
菱UFJ信託銀行の本支店でお支払いいたします。

4月1日から翌年3月31日まで
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三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL 0120-094-777（通話料無料）
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電子公告により行います。
公告掲載ＵＲＬ
http://www.h2o-retailing.co.jp/koukoku
（ただし、電子公告によることができないやむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

公 告 の 方 法

※旧イズミヤ株式の特別口座の口座管理機関は
三井住友信託銀行株式会社となります｡

※三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL 0120-782-031 （通話料無料）

（証券コード：8242）

代表取締役社長

荒木 直也
あら き なお や

〒530-0017 大阪市北区角田町8番7号  Tel.06-6365-8120（代表）   https://www.h2o-retailing.co.jp

株主通信 2021年11月

当社はお客様や地域社会とのつなが
り・信頼・ネットワーク、阪急・阪神百貨店両
本店を軸とするブランド力や多彩な顧客
接点と顧客基盤を活かして、当社グルー
プの基軸である「関西ドミナント化戦略」
の推進と、ステークホルダー、とりわけ地
域社会・住民との関係性を深めるサステ
ナビリティ経営に取り組みます。これらを
通じて、お客様のマインドシェアNo.1と
マーケットシェアNo.1の同時実現により、
グループビジョンの実現と事業成長を目
指します。

サステナビリティ経営

【長期事業構想】
H₂Oリテイリンググループが目指すビジネスモデル「コミュニケーションリテイラー」
　2030年に向けて、既存事業の再

建・磨き上げ、新市場への展開、新事

業モデルへの挑戦を軸とする長期事

業構想を策定いたしました。お客様と

のダイレクトなコミュニケーションによ

る継続的な強くて深い関係を基に、

様々な商品やサービスを提供する「コ

ミュニケーションリテイラー」として、

お客様に「楽しい」「うれしい」「おいし

い」生活をお届けし、地域とともに成

長し続けていきたいと考えています。

所有者別株式保有状況

発行済株式総数.............. 125,201,396株

株主数......................................... 57,662名

大株主の状況
持 株 数
（千株）株 主 名 出資比率

（%）

阪神電気鉄道株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
阪急阪神ホールディングス株式会社
株式会社髙島屋
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
イズミヤ共和会

H₂Oリテイリンググループ従業員持株会
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO
HDCommunity

NORTHERN TRUST GLOBAL SERVICES SE, 
LUXEMBOURG RE LUDU RE : UCITS CLIENTS
15. 315 PCT NON TREATY ACCOUNT

14,749
11,925
10,336
6,259
4,456
2,916

11.92
9.64
8.35
5.06
3.60
2.36

1,832
1,523
1,207

1.48
1.23
0.98

1,927 1.56

注1：当社は、自己株式1,470,979株を保有しております。
2：出資比率は、発行済株式総数から自己株式を除いた数に基づき算出しております。

金融商品
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金融機関
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その他の法人
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個人・
その他
30.1%

外国法人等
14.1%
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■株式の状況 （2021年9月30日現在）

グループビジョン
実現

「重点テーマ（地域社会への貢献）」

「基本テーマ」

2 地域の「子どもたち」
　 を育む

4 お客様・ステークホルダーからの
　 「信頼」に応える

5 従業員の
　 「働きがい」を高める

1 地域の「絆」
　 を深める

3 豊かな「地域の自然」
　 を守り、引き継ぐ

グループビジョン
「楽しい」「うれしい」「おいしい」の
価値創造を通じ、お客様の心を豊かに
する暮らしの元気パートナー

『サステナビリティ経営方針』
私たちはこれまで地域社会から多くの恩恵を受けるこ
とで成長してきました。今後も地域の一員として、地域
社会の健全で持続的な発展に貢献します
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B2B化
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事業モデル

EC

宅配事業強化

富裕層
新（寧波・浙江省）

既存（関西エリア）

既存（店舗商業） 新（サービス商業・データ活用事業）

ターゲット 富裕層／スモールマス／マス

インフラ開発 IT、デジタル、OMO
顧客データ基盤
地域の「絆」づくり

コンテンツ（食中心）

※ローソン社連携  ※大阪府連携

コンテンツ（ハイエンド、ジャパン）顧客

関連事業

関西ドミナント化戦略

3

1 2 3既存事業の再建・磨き上げ
●百貨店事業の再建　●食品事業の「第２の柱」化

〈取り組み方針〉

新事業モデルへの挑戦新市場への展開
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■各事業の概況

２度の緊急事態宣言発令
による縮小営業や食品売
場への入店制限等の実
施、阪急・阪神百貨店両本
店におけるクラスター発生
に伴う店舗の臨時休業等
により、総額売上高は前年
を超えるも利益面で苦戦。

百貨店事業

緊急事態宣言発令に伴
い、内食需要が高まり、
客数が増加したことから
堅調に推移。チラシの再
開に伴う広告宣伝費の増
加、情報システム費など
の増加により減益となる
も、想定を上回る。

食品事業

㈱エイチ・ツー・オー商業開
発において、直営売場の
縮小により大幅な減収とな
るも、コスト削減やテナント
化を進めたことにより増
益。ビジネスホテルを運営
する㈱大井開発では稼働
率が改善し増収・増益。

商業施設事業

総額売上高※

1,543億円
（前年同期比111.7％）

売上高※

548億円

営業損益

△40億円
（前年同期比 △6億円）

総額売上高※

1,492億円
（前年同期比101.1％）

売上高※

1,423億円

営業損益

23億円
（前年同期比 △4億円）

総額売上高※

245億円
（前年同期比72.1％）

売上高※

235億円

営業損益

△0億円
（前年同期比 +6億円）

総額売上高※

159億円
（前年同期比101.4％）

売上高※

140億円

営業損益

△23億円
（前年同期比 △16億円）

専門店子会社において、
前年よりも休業店舗数・
期間が縮小したことなど
から増収。持株会社であ
る当社において、子会社
からの受取配当金が減少
したことなどにより減益。

その他事業

※本年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用しており、百貨店の消化仕入取引等は、仕入価格を控除した額
（純額）のみ売上高に計上しております。なお、前年度との比較のため、当該基準適用前の従来基準で算出した売上高を「総額売上高」として記載しております。

3,440億円
（前年同期比102.5％）

2,370億円

△51億円
（前年同期比△7億円）

△41億円
（前年同期比+2億円）

80億円
（前年同期比+181億円）

7,650億円
（前年同期比103.5％）

5,000億円

△10億円
（前年同期比+34億円）

△20億円
（前年同期比+9億円）

50億円
（前年同期比+297億円）

第２四半期累計期間

売上高

総額売上高

営業損益

経常損益

親会社株主に帰属する
当期（四半期）純損益

通期予想

■連結決算概要

決算情報等の詳細は当社ホームページをご覧ください。

▲

https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir.html 中期経営計画関連トピックスの詳細は当社ホームページをご覧ください。

▲

https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir.html

中期経営計画関連トピックス

２０１４年秋からスタートした「阪神梅田本店建て替え計
画」は２０１８年４月にⅠ期棟が竣工、そして２０２１年１０月８
日（金）、７年にわたる建て替え工事を経て、一部売場を除き
先行オープンしました。２０２２年春に地下食料品売場を拡
大し、グランドオープンの予定です。
新本店は「毎日が幸せになる百貨店」をストアコンセプト

に「食の阪神」の魅力の最大化と新しい価値体験・ファンコ
ミュニティの創造に取り組み、目まぐるしく変化する時代に
対応し、「毎日の豊かさ・本質」のニーズに応えられる百貨店
を目指し、阪急うめだ本店とともに百貨店事業の中核を担っ
てまいります。

阪神梅田本店 先行オープン
ショッピングバッグの
デザインを刷新

四つ葉の
クローバーを
アップデート！

食品スーパーを核とする食品事業を「関西ドミナント化戦略」の牽引
車の一つと位置付け、百貨店事業に次ぐ「第２の柱」化の実現に向け、
スーパーマーケット事業を再構築し、製造事業との一体的運営を行うと
ともに、他社とのアライアンスによる事業力の強化を推進しています。
その一環として、2021年7月には、株式会社万代と業務提携を行い、

さらに8月には株式会社関西スーパーマーケットと経営統合を行うことに
合意しました。同社との経営統合は、同年10月29日に開催された同社臨
時株主総会で承認され、来年には、中間持株会社である「株式会社関西
フードマーケット」の傘下に、関西スーパーマーケット、イズミヤ、阪急オア
シスを収める経営体制へと移行し、関西エリアでトップクラスのマーケット
シェアを誇る売上高4,000億円規模の食品スーパーマーケット連合が誕
生する予定です。
食品事業では、このような外部企業とのアライアンスに加え、既存スー
パーマーケット事業の調達・製造・物流・店舗運営など各分野で効率化・合
理化による収益力向上や競争力強化を推進していきます。

食品事業の「第2の柱」化に向けて

これまで培ってきた関西の市場と顧客基盤を活かし、新たな事業モデル
の構築に挑戦していきます。「店舗・商品起点」の従来のビジネスモデルか
ら「顧客起点」のモデルへと転換し、食を中心としたオンライン軸のサービ
スコンテンツの開発やアライアンスによるネットワークづくりなどを通じて、
新たなサービスの事業化を目指していきます。
関西発祥の企業であり、全国約1万5,000店のコンビニエンスストアを軸

に様々な事業を展開している株式会社ローソンとの業務提携は、この新事
業モデルの実現に向けた取り組みの一環であり、今後は、同社やその他
様々なアライアンスパートナーとの経営資源やサービスの融合により、関西
ドミナントエリアで新たなサービス開発や事業開発を推進していきます。

新事業モデルへの挑戦

㈱ローソンとの「包括業務提携」記者会見（６月２４日）

㈱関西スーパーマーケットとの「経営統合」記者会見
（８月３１日）

1階にオープンした「食祭テラス」

関西スーパー
マーケット 阪急オアシスイズミヤ

一般株主

関西フードマーケット

H₂Oリテイリング

58%42%

100% 100%100%

■通期■第2四半期 （※2021年度通期は予想値）
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■各事業の概況
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による縮小営業や食品売
場への入店制限等の実
施、阪急・阪神百貨店両本
店におけるクラスター発生
に伴う店舗の臨時休業等
により、総額売上高は前年
を超えるも利益面で苦戦。
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い、内食需要が高まり、
客数が増加したことから
堅調に推移。チラシの再
開に伴う広告宣伝費の増
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も、想定を上回る。

食品事業

㈱エイチ・ツー・オー商業開
発において、直営売場の
縮小により大幅な減収とな
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化を進めたことにより増
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する㈱大井開発では稼働
率が改善し増収・増益。

商業施設事業

総額売上高※

1,543億円
（前年同期比111.7％）
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から増収。持株会社であ
る当社において、子会社
からの受取配当金が減少
したことなどにより減益。
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※本年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用しており、百貨店の消化仕入取引等は、仕入価格を控除した額
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総額売上高

営業損益

経常損益

親会社株主に帰属する
当期（四半期）純損益

通期予想

■連結決算概要

決算情報等の詳細は当社ホームページをご覧ください。

▲

https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir.html 中期経営計画関連トピックスの詳細は当社ホームページをご覧ください。

▲

https://www.h2o-retailing.co.jp/ja/ir.html

中期経営計画関連トピックス

２０１４年秋からスタートした「阪神梅田本店建て替え計
画」は２０１８年４月にⅠ期棟が竣工、そして２０２１年１０月８
日（金）、７年にわたる建て替え工事を経て、一部売場を除き
先行オープンしました。２０２２年春に地下食料品売場を拡
大し、グランドオープンの予定です。
新本店は「毎日が幸せになる百貨店」をストアコンセプト

に「食の阪神」の魅力の最大化と新しい価値体験・ファンコ
ミュニティの創造に取り組み、目まぐるしく変化する時代に
対応し、「毎日の豊かさ・本質」のニーズに応えられる百貨店
を目指し、阪急うめだ本店とともに百貨店事業の中核を担っ
てまいります。

阪神梅田本店 先行オープン
ショッピングバッグの
デザインを刷新

四つ葉の
クローバーを
アップデート！

食品スーパーを核とする食品事業を「関西ドミナント化戦略」の牽引
車の一つと位置付け、百貨店事業に次ぐ「第２の柱」化の実現に向け、
スーパーマーケット事業を再構築し、製造事業との一体的運営を行うと
ともに、他社とのアライアンスによる事業力の強化を推進しています。
その一環として、2021年7月には、株式会社万代と業務提携を行い、

さらに8月には株式会社関西スーパーマーケットと経営統合を行うことに
合意しました。同社との経営統合は、同年10月29日に開催された同社臨
時株主総会で承認され、来年には、中間持株会社である「株式会社関西
フードマーケット」の傘下に、関西スーパーマーケット、イズミヤ、阪急オア
シスを収める経営体制へと移行し、関西エリアでトップクラスのマーケット
シェアを誇る売上高4,000億円規模の食品スーパーマーケット連合が誕
生する予定です。
食品事業では、このような外部企業とのアライアンスに加え、既存スー
パーマーケット事業の調達・製造・物流・店舗運営など各分野で効率化・合
理化による収益力向上や競争力強化を推進していきます。

食品事業の「第2の柱」化に向けて

これまで培ってきた関西の市場と顧客基盤を活かし、新たな事業モデル
の構築に挑戦していきます。「店舗・商品起点」の従来のビジネスモデルか
ら「顧客起点」のモデルへと転換し、食を中心としたオンライン軸のサービ
スコンテンツの開発やアライアンスによるネットワークづくりなどを通じて、
新たなサービスの事業化を目指していきます。
関西発祥の企業であり、全国約1万5,000店のコンビニエンスストアを軸

に様々な事業を展開している株式会社ローソンとの業務提携は、この新事
業モデルの実現に向けた取り組みの一環であり、今後は、同社やその他
様々なアライアンスパートナーとの経営資源やサービスの融合により、関西
ドミナントエリアで新たなサービス開発や事業開発を推進していきます。

新事業モデルへの挑戦

㈱ローソンとの「包括業務提携」記者会見（６月２４日）

㈱関西スーパーマーケットとの「経営統合」記者会見
（８月３１日）

1階にオープンした「食祭テラス」

デザインを刷新
クローバーをクローバーをクローバーを
アップデート！

関西スーパー
マーケット 阪急オアシスイズミヤ

一般株主

関西フードマーケット

H₂Oリテイリング

58%42%

100% 100%100%

■通期■第2四半期 （※2021年度通期は予想値）

総額売上高 （億円）
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親会社株主に帰属する
当期（四半期）純損益 （億円）
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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼を申しあげます。
はじめに、阪急・阪神百貨店両本店における新型コロナウイルス感染症のクラスター
発生により、皆様に多大なご迷惑とご不便をおかけいたしましたこと、あらためて
お詫び申しあげます。引き続き、行政の指導も踏まえた、感染防止対策の強化を
徹底してまいります。
２０２２年３月期第２四半期の連結業績は、総額売上高が前年を若干上回ったもの
の引き続き厳しい状況にあります。足もとは、緊急事態宣言が解除され、少しずつ
正常を取り戻しつつありますが、現時点では、通期の業績予想を据え置き、中間
配当につきましても昨年同様１株当たり１２円５０銭とさせていただきました。
　このような状況の中、当社は７月に「長期事業構想２０３０」及び中期経営計画
（2021-2023年度）を発表しました。これらの計画を着実に実行し、早期の業績
の回復と今後の発展を目指してまいる所存でございます。
株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援を賜りますよう、よろしくお願い

申しあげます。

トップメッセージ

■株主メモ

ご注意
（1）株主様の住所変更、買取・買増請求その他各種お手続きにつきましては、原

則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなって
おります。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。
株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意
ください。

（2）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ
信託銀行（旧イズミヤ株式につきましては、三井住友信託銀行）が口座管理機
関となっておりますので、左記特別口座の口座管理機関にお問い合わせくだ
さい。
なお、三菱UFJ信託銀行（旧イズミヤ株式につきましては三井住友信託銀行）
の本支店でもお取次ぎいたします。

（3）配当金の口座振込のご指定につきましても、お手続きは、各口座管理機関を
経由してお届けください。詳しくは各口座管理機関にお問い合わせください。

（4）未受領の配当金（旧イズミヤの株式に関する配当金を含む）につきましては、三
菱UFJ信託銀行の本支店でお支払いいたします。

4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

3月31日

9月30日

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL 0120-094-777（通話料無料）

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

期 末 配 当 金
受領株主確定日

中 間 配 当 金
受領株主確定日

株主名簿管理人

特 別 口 座
口 座 管 理 機 関

同 連 絡 先

電子公告により行います。
公告掲載ＵＲＬ
http://www.h2o-retailing.co.jp/koukoku
（ただし、電子公告によることができないやむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

公 告 の 方 法

※旧イズミヤ株式の特別口座の口座管理機関は
三井住友信託銀行株式会社となります｡

※三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL 0120-782-031 （通話料無料）

（証券コード：8242）

代表取締役社長

荒木 直也
あら き なお や

〒530-0017 大阪市北区角田町8番7号  Tel.06-6365-8120（代表）   https://www.h2o-retailing.co.jp

株主通信 2021年11月

当社はお客様や地域社会とのつなが
り・信頼・ネットワーク、阪急・阪神百貨店両
本店を軸とするブランド力や多彩な顧客
接点と顧客基盤を活かして、当社グルー
プの基軸である「関西ドミナント化戦略」
の推進と、ステークホルダー、とりわけ地
域社会・住民との関係性を深めるサステ
ナビリティ経営に取り組みます。これらを
通じて、お客様のマインドシェアNo.1と
マーケットシェアNo.1の同時実現により、
グループビジョンの実現と事業成長を目
指します。

サステナビリティ経営

【長期事業構想】
H₂Oリテイリンググループが目指すビジネスモデル「コミュニケーションリテイラー」
　2030年に向けて、既存事業の再

建・磨き上げ、新市場への展開、新事

業モデルへの挑戦を軸とする長期事

業構想を策定いたしました。お客様と

のダイレクトなコミュニケーションによ

る継続的な強くて深い関係を基に、

様々な商品やサービスを提供する「コ

ミュニケーションリテイラー」として、

お客様に「楽しい」「うれしい」「おいし

い」生活をお届けし、地域とともに成

長し続けていきたいと考えています。

所有者別株式保有状況

発行済株式総数.............. 125,201,396株

株主数......................................... 57,662名

大株主の状況
持 株 数
（千株）株 主 名 出資比率

（%）

阪神電気鉄道株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
阪急阪神ホールディングス株式会社
株式会社髙島屋
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
イズミヤ共和会

H₂Oリテイリンググループ従業員持株会
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO
HDCommunity

NORTHERN TRUST GLOBAL SERVICES SE, 
LUXEMBOURG RE LUDU RE : UCITS CLIENTS
15. 315 PCT NON TREATY ACCOUNT

14,749
11,925
10,336
6,259
4,456
2,916

11.92
9.64
8.35
5.06
3.60
2.36

1,832
1,523
1,207

1.48
1.23
0.98

1,927 1.56

注1：当社は、自己株式1,470,979株を保有しております。
2：出資比率は、発行済株式総数から自己株式を除いた数に基づき算出しております。

金融商品
取引業者
1.5%

金融機関
20.1%

その他の法人
33.0%

個人・
その他
30.1%

外国法人等
14.1%

自己株式
1.2%

■株式の状況 （2021年9月30日現在）

グループビジョン
実現

「重点テーマ（地域社会への貢献）」

「基本テーマ」

2 地域の「子どもたち」
　 を育む

4 お客様・ステークホルダーからの
　 「信頼」に応える

5 従業員の
　 「働きがい」を高める

1 地域の「絆」
　 を深める

3 豊かな「地域の自然」
　 を守り、引き継ぐ

グループビジョン
「楽しい」「うれしい」「おいしい」の
価値創造を通じ、お客様の心を豊かに
する暮らしの元気パートナー

『サステナビリティ経営方針』
私たちはこれまで地域社会から多くの恩恵を受けるこ
とで成長してきました。今後も地域の一員として、地域
社会の健全で持続的な発展に貢献します
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寧波
阪急

百貨店
食品

商業
施設

顧客
サービス
事業

B2B化

市場

事業モデル

EC

宅配事業強化

富裕層
新（寧波・浙江省）

既存（関西エリア）

既存（店舗商業） 新（サービス商業・データ活用事業）

ターゲット 富裕層／スモールマス／マス

インフラ開発 IT、デジタル、OMO
顧客データ基盤
地域の「絆」づくり

コンテンツ（食中心）

※ローソン社連携  ※大阪府連携

コンテンツ（ハイエンド、ジャパン）顧客

関連事業

関西ドミナント化戦略

3

1 2 3既存事業の再建・磨き上げ
●百貨店事業の再建　●食品事業の「第２の柱」化

〈取り組み方針〉

新事業モデルへの挑戦新市場への展開

2


